
Ｄ

当該年度の法人事業税の収

入見込額

Ｅ

百分の七．七


Ｆ

当該年度の前々年度の法人

事業税の決算額の総額に対す

る当該都道府県の当該年度の

前々年度の法人事業税の決算

額の割合


る。以下この号において「道

府県民税の法人税割の決算

額」という。）の総額に対する

当該都道府県の当該年度の

前々年度の道府県民税の法人

税割の決算額の割合


（ ⅱ ） 次 の 算 式 に よ り 算 定 し た 社

会 保 障 の 安 定 財 源 の 確 保 等 を 図 る

税 制 の 抜 本 的 な 改 革 を 行 う た め の

地 方 税 法 及 び 地 方 交 付 税 法 の 一 部

を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 二 十 四 年 法

律 第 六 十 九 号 。 以 下 こ の 号 に お い

て 「 抜 本 改 革 法 」 と い う 。 ） の 施 行

に よ る 当 該 年 度 の 地 方 消 費 税 の 増

収 額 （ 以 下 次 号 に お い て 「 地 方 消

費 税 増 収 額 」 と い う 。 ）

算式

Ａ×Ｂ×Ｃ×１／２－Ｄ

算式の符号

Ａ

当該年度の地方消費税の収

入見込額

Ｂ

二十二分の十二


Ｃ

当該年度の前々年度の地方

消費税の決算額の総額に対す

る当該都道府県の当該年度の

前々年度の地方消費税の収入

額（地方税法第七十二条の百

十四の規定による清算後の額

をいう。）の割合

Ｄ

地方消費税の収入額のうち

持続可能な社会保障制度の確

立を図るための改革の推進に


関する法律（平成二十五年法

律第百二号）第二章に規定す

る制度として確立された年

金、医療及び介護の社会保障

給付並びに少子化に対処する

ための施策に係るもの（以下

この号において「社会保障関

係分」という。）に活用する額

として総務大臣が調査した額


ロ 市 町 村 （ 特 別 区 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ）

に 掲 げ る 額 か ら に 掲 げ る 額 を 控

除 し た 額 （ 当 該 額 が 負 数 と な る と き は 、

零 ）
次 の 算 式 に よ り 算 定 し た 平 成 二 十

六 年 地 方 税 法 等 改 正 法 及 び 平 成 二 十

八 年 地 方 税 法 等 改 正 法 の 施 行 に よ る

当 該 年 度 の 市 町 村 民 税 （ 地 方 税 法 第

五 条 第 二 項 第 一 号 に 掲 げ る 税 の う ち

第 七 百 三 十 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 都

民 税 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） の 法 人 税 割

の 減 収 額

算式

Ａ×Ｂ×Ｃ

算式の符号

Ａ

当該年度の市町村民税の法人

税割の収入見込額

Ｂ

六分の六．三


Ｃ

当該年度の前々年度の市町村

民税の法人税割の決算額（地方

税法第一条第五号に規定する標

準税率相当分に限る。以下この

号において「市町村民税の法人

税割の決算額」という。）の総額

に対する当該市町村の当該年度

の前々年度の市町村民税の法人

税割の決算額の割合


次 の 算 式 に よ り 算 定 し た 抜 本 改 革

法 の 施 行 に よ る 当 該 年 度 の 地 方 税 法

第 七 十 二 条 の 百 十 五 第 二 項 の 規 定 に

令
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